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年金制度の適切な運用と現実的な財政検証を！

 

 

 

今、国会では「老後の生活費として２千万円の蓄えが必要」と資産形成を呼びかける金融庁審議会の報告書が中身

の検証もされないまま、政府に受理もされないという異常事態が起きている一方、厚生年金への加入逃れ問題や年金

財政検証の方法についても課題が指摘されています。こうした課題の払拭に全力で取組んでまいります。 

① 厚生年金への加入逃れ問題 ②年金財政検証のモデルが時代遅れ 

 

浅野の考え    
有資格者は全員、厚生年金に加入させるよう 
社会保険制度の厳格な運用を徹底すべき！ 

浅野の考え   
就業・家族形態の変化に対応した、モデル世帯
を用いて財政検証すべき！ 

・厚生年金の加入要件を満たしながら 
事業主が社会保険料負担を拒み、 
厚生年金に加入できない人が全国で 
約１５６万人に上っている。 
 
老後に受け取れる年金額で比較すると・・・ 

未加入者は、２０１４年時点（約２００万人）より
改善しているが依然として多く、更なる対応が
必要。 

 

 
 厚生年金の場合 ２２１，５００円 
 
 
国民年金の場合 ６５，０００円 
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※1 
現在のモデル世帯で、４０年間保険料を納めた場合。厚生年金は 
標準的な収入の夫と専業主婦の夫婦２人分の額。 

  
 

 
 
 
 
 
 

・５年に一度の財政検証では 
モデル世帯の所得代替率     
が５０％を下回らないように 
給付水準を設定している。 
 

 定義しているモデル世帯とは・・・ 

 

(※2) 
 

  

 

 

 

 

 

 

 

 
※2 
年金を受け取り始める時点（６５歳）における年金額が、現役世代の 
手取り収入額と比較してどのくらいの割合かを示すもの。  

 

 

 

 

 

 

 

 
専業主婦世帯（男性片稼ぎモデル）  
４０年間厚生年金に加入し、４０年 

間専業主婦である妻の二人からなる 

世帯 

 
 

 
 
 
 
 

共働き世帯が専業主婦世帯を上回り、一般的
な日本の家庭像が変わっている。 

 

   

 

 

共働き世帯 
 

  

 

 

 

 

 

 

 

 

専業主婦世帯 
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約１５万円の差！ 
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 所属委員会 

▶経済産業委員会 ▶原子力問題調査特別委員会（理事）  

党内での所属調査会 

▶エネルギー調査会（事務局次長）▶税制調査会（事務局次長）  

浅野さとし 略歴 

▶1982 年 9 月生まれ（36 歳）、衆議院議員（１期） 

（株）日立製作所日立研究所研究員 

日立労組研究所支部執行委員 

大畠章宏 前衆議院議員秘書 

第198回国会における役割 

 

新時代に対応した、働き方改革を求める 
6 月 12 日（水）、日本高等学校教職員組合の皆さんと意見交換を行いました 

0612 
2019 年 6月 12日 

 

ＯＥＣＤ（経済協力開発機構）が２０１８年に実施し

た調査によると、日本の小中学校の教員は他の先進諸国

と比較し、勤務時間が最も長いという結果が明らかとな

りました。また同様に、高校等教育の現場においても義

務段階とは異なる教育の特殊性による長時間労働が温床

化しており、課題が浮き彫りとなっています。 

 

■日本高等学校教職員組合の皆さんから要請書を受ける 

                        （右端：浅野議員） 

 

 

 

■教育現場が抱える問題について活発な意見交換を行う 

 

 

 

 

Ｓｏｃｉｅｔｙ５．０など次世代を見通す新たな

取組みが求められる中、教職員定数の決定に際して

は生徒の数だけでなく、標準的な作業量も考慮すべ

きとの意見をいただきました。今後も国政の中から

教育現場の環境改善に向けて全力で取組んでまいり

ます。 

 


